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単位：百万円
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減価償却により資産価値が約125億円減少
　市は道路や下水道などのインフラ資産や、学校
や庁舎などの事業用資産、現金等の金融資産など
多くの資産を保有していますが、インフラ資産な
どの非金融資産の経年劣化による資産価値の低下
(減価償却)で、総資産は前年比約125億円減少
し、約8,454億円となっています。

　市民１人当たりの貸借対照表は、上記の貸借対
照表の値を平成27年3月31日現在の本市の住民基
本台帳人口28万2,821人で割ったものです。市民
１人当たりの資産は約299万円、負債は約82万
円、純資産は約217万円となっています。

市民１人当たりの貸借対照表

　新地方公会計制度に基づき、平成26年度の一般会計と全ての特別会計・公営企業会計
を合算した、市全体の財政状況が分かる「財務書類４表」の概要をお知らせします。

地方公営企業法の改正等で負債総額は約
112億円増加
　地方公営企業法の改正に伴い、その他の非流動
負債が前年度比約122億円増加し、負債総額は前
年比約112億円増加しました。資産総額から負債
総額を差し引いた純資産の額は前年比約237億円
減少し、約6,133億円となりました。

資産

約299万円

うち事業用資産64万円、

インフラ資産218万円

負債

約82万円

うち借金(公債)残高68万円

純資産

約217万円

貸借対照表

▲はマイナスを示します。

資産の部 負債の部資産の部 負債の部

▲
債権

未収金、貸付金など
2206,4846,264

資金

現金、預金など
864▲10,1839,319

投資など

出資金、基金など
392▲32,25531,863


